
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　

公益法人の
区分

国所管、都
道府県所管
の区分

応札・
応募者数

潜水艦用静粛型駆動シ
ステムの性能確認試験
（操舵用駆動装置）に係
る技術支援（その２）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
艦艇装備研究所
総務課長　廣島　哲也

東京都目黒区中目黒２－２
－１

令和5年2月1日

川崎重工業株式会社

兵庫県神戸市中央区
東川崎町３丁目１番
１号

1140001005719

本契約は、研究開発に係る試作請負
業務に付随して実施される性能確認
試験に必要とされる「潜水艦用静粛型
駆動システムの性能確認試験（操舵用
駆動装置）に係る技術支援（その２）」
を調達するものであり、本契約の履行
に必要な技術・設備等を有する者は、
令和３年度潜水艦用静粛型駆動シス
テム（その２）試作請負契約に携わっ
た川崎重工業株式会社のみであるた
め。なお、本契約への新規参入者を募
る公示を常続的に行っているところ、
当該公示に応募する者は現在確認さ
れていない。（根拠法令：会計法第２９
条の３第４項）

同種の他の
契約の予定
価格を類推さ
れるおそれが
あるため公表
しない。

1,870,000 － 25035

船型適正化支援システ
ムの維持整備（その２）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
艦艇装備研究所
総務課長　廣島　哲也

東京都目黒区中目黒２－２
－１

令和5年2月13日

三菱重工業株式会社

東京都千代田区丸の
内３丁目２番３号

8010401050387

本契約の履行に当たっては、流体雑
音低減型潜水艦船型の研究試作にお
いて製造された試作品である船型適
正化支援システムの機能、性能に関
する知識及び技術を有していることが
必要であり、公募を実施したが、応募
者が契約相手方１者のみであったた
め。（根拠法令：会計法第２９条の３第
４項）

同種の他の
契約の予定
価格を類推さ
れるおそれが
あるため公表
しない。

1,529,000 － 25036

水中監視用無人機構成
要素の性能確認試験に
係る撤収等作業役務

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
艦艇装備研究所
総務課長　廣島　哲也

東京都目黒区中目黒２－２
－１

令和5年2月16日

株式会社日立製作所

東京都千代田区丸の
内１丁目６番６号

7010001008844

本契約は、研究開発に係る試作請負
業務に付随して実施される性能確認
試験に必要とされる「水中監視用無人
機構成要素の性能確認試験に係る撤
収等作業役務」を調達するものであ
り、本契約の履行に必要な技術・設備
等を有する者は、令和元年度水中監
視用無人機構成要素の研究試作請負
契約に携わった株式会社日立製作所
のみであるため。なお、本契約への新
規参入者を募る公示を常続的に行っ
ているところ、当該公示に応募する者
は現在確認されていない。（根拠法令：
会計法第２９条の３第４項）

同種の他の
契約の予定
価格を類推さ
れるおそれが
あるため公表
しない。

17,050,000 － 25037

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

付紙様式第4

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

※　公益法人の区分については、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は「特例財団法人」、「特社」は、｢特例社団法人」をいう。

備考
物品役務等の名称及び
数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名
称及び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

随意契約によることとした会計法令の
根拠条文及び理由

（企画競争又は公募並びに常続的公
示）

公益法人の場合

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号


